
「山形大学大学院社会文化システム研究科紀要」投稿規程

1．名称及び発行

本編を「山形大学大学院社会文化システム研究科紀要」(Bulletin of Graduate School of Social &

Cultural Systems at Yamagata University）と称する。

2．投稿資格

本編に投稿できる者は，原則として，社会文化システム研究科ないし人文学部教職員とする。ただし，

次のいずれかに該当する場合には投稿を認めることがある。

⑴ 本研究科ないし人文学部に相当年数勤務し，退官した元専任教員

⑵ 本研究科ないし人文学部の客員研究員

⑶ 本研究科ないし人文学部教職員が相当の役割を担っている場合の共同執筆者

⑷ 「特集」などの編集企画により編集委員会が依頼した者

⑸ 本研究科を修了した者

⑹ その他，編集委員会が適当と認めた者

3．投稿内容

人文・社会科学に関する未発表のものとし，その種類は次の通りとする。

⑴ 原著論文

⑵ 編集企画により編集委員会が依頼した原稿

⑶ 本研究科の研究教育内容にかかわる研究の成果

⑷ 本研究科および人文学部によって助成された研究の成果報告など

⑸ そのほか，編集委員会が適当と認めたもの

4．原稿の分量および様式

⑴ 原稿は，各号原則として 1人 1 編までとするが，3に定める分類項目を異にする場合には複数掲載

を認める場合がある。

⑵ 分量は，原則として，日本語原稿の場合は 400 字詰め原稿用紙で 100 枚（40 字× 40 行のワープロ

用紙では 25 枚分）以内とする。欧文原稿の場合はA4 判の片面に周囲 3 ㎝の空白を残して 2 段送り

タイプすることにし，50 枚以内とする。その他の言語の場合の分量は上に準ずる。

⑶ 編集委員会が適当と認めた場合，連載の方式をとることができる。

⑷ 日本語による執筆の場合は外国語の，外国語による執筆の場合は日本語の要旨をつけることとし，

要旨は原則として刷り上がり 1頁とする。投稿者は，当該言語ネイティブまたは外国語教育担当教員

によるチェックを受けたうえで，外国語要旨を編集委員会に提出するものとする。ただし，当該言語

ネイティブまたは外国語担当教員に依頼することが困難な場合には，英語による要旨に限り，編集委

員会が仲介するものとする。

⑸ ⑴に定める制限を超える原稿は相応の理由があるものに限り，編集委員会の承認を得て受理される

ことがある。ただし，この場合の超過分の印刷経費は執筆者が負担するものとする。

⑹ 特殊な印刷を要するもの（カラー印刷など）は，原則として執筆者が負担するものとする。

5．版組

刷り上がりの大きさはA4判とする。原則として横組みの場合も縦組みの場合も 2段組とする。
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6．原稿の提出

⑴ 原稿は原則としてワードプロセッサで作成し，電子ファイルの形式で編集委員に提出する。その際，

プリントアウトしたもの 1部を添付する。

⑵ 編集委員は，提出された原稿と引き換えに，原稿題名・受付年月日等を明記した投稿受領書を発行

する。

7．原稿の締め切り

⑴ 創刊号の原稿締め切りは 2005 年 1 月 31 日とする。

⑵ 第 2 号以降の原稿締め切りは，6月 30 日（休日の場合は休日明けの日）とする。

8．論文等の審査及び掲載の可否

⑴ 編集委員会は原稿の審査を査読者に依頼する。

⑵ 編集委員会は，審査の結果，必要ならば原稿の修正を求めることができる。

⑶ 編集委員会は，審査の結果等に基づいて掲載の可否を決定する。

9．校正

⑴ 校正は執筆者の責任において行い，原則として再校までとする。

⑵ 校正は誤字，脱字，誤植等の訂正に限るものとし，本文の大幅な変更（削除，挿入等）は原則とし

て認めない。

⑶ 前項の規定にもかかわらず，大幅な訂正を必要とする場合は編集委員会の許可を得るものとし，そ

の印刷に伴う経費は執筆者が負担する。

10．掲載及び別刷りの経費

⑴ 掲載に要する経費は，制限内のページ数であれば，原則として無料とする。

⑵ 別刷りの経費については著者負担とする。

11．出版権利用の許諾

論文を投稿する者は，山形大学本研究科に対し，当該論文に関する出版権の利用につき許諾するもの

とする。

12．論文等の電子化及びコンピュータ・ネットワーク上での公開

⑴ 掲載された論文等は，原則として電子化し，人文学部ホームページ等を通じてコンピュータ・ネッ

トワーク上に公開する。

⑵ ただし，執筆者が前項に規定する電子化・公開を希望しない特別の理由を有する場合は，当該論文

の電子化・公開を拒否することができる。その場合は原稿提出時に申し出る。

附 則 この投稿規程は 2005（平成 17）年 1月 1日から施行する。

附 則 この投稿規程は 2007（平成 19）年 4月 1日から施行する。

附 則 この投稿規程は 2010（平成 22）年 4月 1日から施行する。
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